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山梨県富士・東部圏域医療型短期入所利用時送迎支援事業実施要綱 

 

（目的）  

第１条 この要綱は、富士・東部障害保健福祉圏域（以下「富士・東部圏域」という。）に居住する

医療的ケア児者が安全・安心に医療型短期入所を利用できるよう、医療型短期入所事業所を利用

する際に、送迎を行う車輌に同乗し、当該医療的ケア児者に対して医療的ケアを行う者を派遣す

る山梨県富士・東部圏域医療型短期入所利用時送迎支援事業（以下「本事業」という。）の実施

について必要な事項を定める。  

  

（定義）  

第２条 この要綱において、医療的ケアとは、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法

律（令和３年法律第８１号。）第２条第１項に規定する医療的ケアをいう。 

２ この要綱において、医療的ケア児者とは、医療的ケアを必要とする障害児者をいう。 

３ この要綱において、家族とは、医療的ケア児者の保護者等で、現に当該医療的ケア児者の看護

及び介護を行っていると山梨県知事（以下「知事」という。）が認めた者をいう。  

４ この要綱において、利用児者とは、知事が事業の利用を決定した医療的ケア児者をいう。 

５ この要綱において、医療型短期入所とは、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第

１項に規定する病院若しくは同条第２項に規定する診療所、又は、介護保険法（平成９年法律第

１２３号）第８条第２８項に規定する介護老人保健施設若しくは同条第２９項に規定する介護医

療院において提供される障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第５条第８項に規定する短期入所を

いう。 

（実施主体）  

第３条 本事業の実施主体は山梨県（以下「県」という。）とする。 

２ 事業の実施にあたっては、障害者総合支援法第３６条第１項の規定に基づき同法第５条第２項

に規定する居宅介護、若しくは、同法第５条第３項に規定する重度訪問介護の指定を受けた指定

障害福祉サービス事業者、又は、健康保険法（大正１１年法律第７０号。）第８８条第１項に規

定する指定訪問看護事業者（以下「指定居宅介護事業者等」という。）に委託して行うこととす

る。 

  

（利用対象者）  

第４条 本事業の利用対象者は、次の各号に定める要件の全てに該当する医療的ケア児者の家族と

する。  

（１） 富士・東部圏域内に住所を有すること。  

（２） 在宅で同居の家族による介護を受けて生活していること。  

（３） 市町村が障害者総合支援法第１９条第１項に基づき行う支給決定手続きにより、医療型

短期入所の支給決定を受けていること。 

（４） 居宅介護、重度訪問介護又は訪問看護により介護や必要な支援を受けていること。 

 

（サービス提供内容）  

第５条 本事業は、県から委託を受けた指定居宅介護事業者等が、利用児者が富士・東部圏域外の

医療型短期入所を利用するため、利用対象者自らが運転する車輌により送迎を行う際に、送迎に



 

- 2 -  
  

同行し、車輌内及び利用しようとする医療型短期入所事業所において、当該利用児者に対し医療

的ケアを含めた介護及び看護を行うものとする。ただし、指定居宅介護事業者等がサービスを提

供できないと判断した場合は、この限りでない。  

  

（利用時間）  

第６条 利用時間は、１回の利用につき４時間を上限とし、１回あたりの利用時間は１時間単位

（３０分未満切り捨て、３０分以上切り上げ）で算定する。 

２ １ヶ月あたりの利用回数は、利用児者１人につき２回を上限とする。 

 

（事業に要する費用）  

第７条 本事業に基づくサービスの提供費用は、１時間あたり３，８５０円とする。 

２ 利用対象者が指定居宅介護事業者等から第５条に規定するサービスの提供を受けたとき（利用

児者の病状の急変により急遽サービスの提供を受けることができなくなったときを含む。）は、

県が、当該指定居宅介護事業者等に、第１項に規定する提供費用から次条第１項に規定する利用

者負担額を控除した金額に利用時間数を乗じて算定した金額を支払うものとする。  

 

（費用の負担）  

第８条 利用対象者は、第５条に規定するサービスの提供を受けたときは、利用者負担額として、

１時間につき３００円を負担しなければならない。ただし、利用児者の受給者証に記載された

負担上限月額が０円の場合は、利用者負担額を免除する。 

２ 第６条第１項に規定する利用時間の上限を超えてサービスの提供を受けた場合、及び同条第２

項に規定する利用回数の上限を超えてサービスの提供を受けた場合に発生するサービス提供時

間又は提供回数超過分の費用については、利用対象者と指定居宅介護事業者等との定めによる

ものとし、この要綱の定めによらない。 

  

（利用登録申請）  

第９条 本事業の利用を希望する利用対象者は、原則としてサービスを利用しようとする前月の１

０日までに、利用しようとする指定居宅介護事業者等を経由して、医療型短期入所利用時送迎支

援事業利用登録（変更）申請書（様式第１号）（以下「利用登録申請書」という。）に、次に掲げ

る資料を添付して知事に申請するものとする。  

（１） 障害者総合支援法第２２条第８項に規定する市町村が交付する障害福祉サービス受給者

証の写し  

（２） 指定居宅介護事業者等との契約書の写し又は利用していることが分かる書類  

（３） 医療的ケアを受けていることが分かる書類 

  

（利用登録決定）  

第１０条 知事は、前条の申請があったときは、利用登録申請書を受領した日から２週間以内に、

本事業の利用登録の要否の決定を行わなければならない。  

２ 知事は、前項の規定による決定を行ったときは、医療型短期入所利用時送迎支援事業利用登録

決定（却下）通知書（様式第２号）（以下「決定通知書」という。）により、指定居宅介護事業者

等を経由して利用対象者に通知するものとする。  
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３ 第１項の利用登録期間は、同項の規定により本事業の利用登録の決定（以下「利用決定」とい

う。）を行った日から当該年度の末日までとする。  

  

（変更等の届出）  

第１１条 利用決定を受けた利用対象者（以下「利用者」という。）は、次の各号のいずれかに該当

する場合は、指定居宅介護事業者等を経由して、「利用登録申請書」を知事に提出しなければな

らない。  

（１） 利用者が県内で居住地を変更するとき。  

（２） 利用決定内容の変更を希望するとき。  

２ 前項の申請を受けた場合の手続きについては、前条の規定を準用する。  

 

（利用登録決定の取消し）  

第１２条 知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、利用決定を取り消すことができる。  

（１） 利用児者が死亡したとき。  

（２） 利用者が利用を辞退したとき。  

（３） 利用者が第４条に規定する要件に該当しなくなったとき。  

（４） 偽りその他不正の申請により利用決定を受けたとき。  

（５） その他知事が不適当と認めたとき。  

２ 知事は、前項の規定により利用登録決定を取り消したときは、医療型短期入所利用時送迎支援

事業利用登録取消通知書（様式第３号）により、指定居宅介護事業者等を経由して利用者に通知

するものとする。  

  

（事業の従事者）  

第１３条 本事業は、事業の適正な実施のため、指定居宅介護事業者、指定重度訪問介護事業者、

又は指定訪問看護事業者であって、本事業を実施する事業者として県に登録したもの又は知事が

必要であると認めた事業者に委託して実施する。  

２ 本事業を実施する事業者として登録を受ける場合は、医療型短期入所利用時送迎支援事業事業

者登録申請書（様式第４号）を、指定された障害福祉サービス事業所ごとに知事に提出しなけれ

ばならない。  

３  知事は、前項の登録の申請があったときは、本事業の事業者の登録可否の決定を行わなけれ

ばならない。  

４  知事は、前項の規定による決定を行ったときは、医療型短期入所利用時送迎支援事業事業者

登録通知書（様式第５号）により、事業者に通知するものとする。  

５  前項の規定による登録を受けた事業者（以下「登録事業者」という。）は、申請の内容に変更

が生じた場合は、その内容について医療型短期入所利用時送迎支援事業者登録変更届出書（様

式第６号）を知事に提出しなければならない。  

６  知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、当該登録事業者に係る登録の抹消を行うこ

とができる。  

（１） 登録事業者が不正に委託料の請求を行ったとき。  
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（２） 登録事業者が障害者総合支援法第５０条による指定障害福祉サービス事業者の指定の取

消し、又は、健康保険法第９５条若しくは介護保険法第７７条の規定による訪問看護事

業者の指定の取り消しを受けたとき。  

（３） 登録事業者が障害者総合支援法その他関係法令等、本要綱及び知事が業務に関し行う指

示に従って適正な事業の運営をすることができないと認められるとき。  

（４） 登録事業者が障害者総合支援法その他関係法令等、本要綱及び知事が業務に関し行う指示

に違反したとき。  

  

（サービスの利用）  

第１４条 利用者が本事業を利用するときは、決定通知書を登録事業者に提示し、登録事業者と第

５条に規定するサービスの利用に係る契約を締結しなければならない。  

  

（請求及び支払い）  

第１５条 登録事業者は、サービス提供終了後、当月１日から末日までの１か月分について医療型

短期入所利用時送迎支援事業サービス提供実績報告書（様式第７号）により、翌月１５日までに

知事に報告し、その検査を受けなければならない。  

２ 知事は、登録事業者から前項による報告の提出を受けたときは、提出を受けた日から１０日以

内に検査を完了しなければならない。  

３ 登録事業者は、前項の規定による検査を完了したのち、第７条に規定する費用を医療型短期入

所利用時送迎支援事業委託料請求書（様式第８号）により知事に請求しなければならない。  

４ 知事は、請求を受けた日から３０日以内に委託料を支払わなければならない。  

 

（委託料の返還）  

第１６条 知事は、登録事業者が虚偽その他の不正な手段により第１５条に規定する委託料の支払

いを受けた場合は、当該事業者に事業の委託料の全額又は一部を返還させることとする。  

   

（事業者の遵守事項）  

第１７条 登録事業者は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。  

（１） 第５条に規定するサービスの提供を適切に行うこと。  

（２） 登録事業者は、利用者に対して本事業のサービスを提供したときは、サービスの提供内

容について記録を作成し、これを５年間保存しなければならない。 

（３） 本事業によるサービスの提供の際、事故等が発生した場合は、利用者の家族及び知事に

遅滞なく報告及び連絡するとともに、必要な措置を講じなければならない。  

（４） 業務上知り得た利用者、その他の家族等の個人情報保護に十分留意しなければならな

い。  

   

（報告等）  

第１８条 知事は、事業の実施に関して必要と認められるときは、登録事業者に対して事業に係る

報告及び書類の提示を命じ、当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは登録事業者の関係の

ある場所に立ち入り、又は必要な調査をさせることができる。  
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（その他）  

第１９ 条 この要綱に定めるもののほか、本事業の実施に関し必要な事項は知事が定める。  

  

   附 則  

  この要綱は、令和６年１０月１日から施行する。  

   附 則  

  この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  

 


